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摘 要

2015年～2016年に，東京都稲城市および立川市のニホンナシ圃場におけるナミハダニの発生消長を調査した

ところ，初発生は6月下旬で，7月中旬から8月上旬にかけて増加傾向となり，8月中下旬にピークとなった後，

8月下旬から9月中旬に収束することが確認された。また，殺ダニ剤10剤について，薬剤感受性検定を都内22

圃場において実施したところ，調査したほぼ全ての圃場において実用性のある殺ダニ剤はアセキノシル水和剤，

ミルベメクチン乳剤，ビフェナゼート水和剤およびスピロメシフェン水和剤の4剤であった。ピフルブミド水和

剤，シエノピラフェン水和剤，テブフェンピラド水和剤，エトキサゾール水和剤，テトラジホン水和剤は圃場ご

とで補正死虫率の差が大きく，ヘキシチアゾクス水和剤はいずれの圃場においても効果が低下していた。以上の

結果から，殺ダニ剤の種類と散布時期を検討し，新しい防除体系を構築したところ，同じ散布回数でも慣行的に

実施されてきた従来の防除体系よりもナミハダニを低密度に抑えることができた。

キーワード：薬剤感受性，ニホンナシ，発生消長，ナミハダニ

簡略表題 ナシ圃場におけるナミハダニの発生実態および効率的な薬剤防除体系
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緒 言

東京都におけるニホンナシ（以下，ナシ）生産は稲

城市，日野市など多摩川以南の南多摩地域と，小平市，

東村山市など東京都のほぼ中央部に位置する北多摩地

域（図1）を中心に行われており，産出額15億円，

品目別順位は第2位（農林水産省，2019）と，東京農

業における重要な農産物となっている。特に「稲城」

は果実重が約600gあり（農総研内圃場，平年値），稲

城梨生産組合では700～750gの果実が優品として出荷

されるなど（稲城の梨生産組合，2015），大きさと食

味の良さから贈答用としても人気が高く，都内で生産

される12品種の中では最も生産量が多い（農林水産

省，2018）。

ナシを加害する害虫種は200種類以上が知られてい

るが（日本応用動物昆虫学会，2006），都内で特に

問題となっている種はナミハダニ黄緑型Tetranychus

urticaeKoch（greenform）（以下，ナミハダニ）であ

る。ナミハダニは多発生すると葉の褐変，早期落葉を

引き起こし，果実品質および樹勢の低下など大きな被

害を生じるため，生産者は地域ごとの防除暦に従って，

薬剤を中心とした防除対策を実施している。しかし、

ナミハダニは全国的に薬剤抵抗性が問題となっている

害虫であり，千葉県や神奈川県など関東圏のナシ生産

地においても一部の薬剤で感受性の低下が報告されて

いる（上遠野，1995；山崎・糸山，2014）。都内の生

産圃場においても，数年前から生産者の間で薬剤防除

の効果が低下しているとの指摘があり，感受性検定に

基づいた効率的な防除体系の再構築が求められていた。

著者らは生産現場からの強い要請を受け，2015年

度から2017年度まで，都内ナシ生産圃場でナミハダニ

の発生消長および薬剤感受性等の実態把握を行い，そ

の結果に基づいた適切な薬剤および散布時期を検討し，

薬剤の効果を最大限に発揮させ，防除回数を増やすこ

となくナミハダニを抑制可能な防除体系の構築に取り

組んだ。本報告はこれらの研究成果をまとめたもので

ある。なお，成果の一部については2018年度関東東

山病害虫研究会報にて報告を行った（飯塚ら，2018）。

材料および方法

１．都内ナシ圃場におけるナミハダニの発生消長

2015年は5月8日から12月10日まで，2016年は

5月11日から10月19日までの間，稲城市の4圃場

と立川市の農林総合研究センター（以下，農総研）内

圃場において，概ね7日間隔で，各圃場とも任意の

30葉/樹，6樹/圃場のナミハダニ雌成虫の寄生数を調

査した。各調査圃場における調査樹の品種と樹種数は

表1に示した。また，各圃場の薬剤散布履歴を聞き取

り（表2），発生消長との関係について検討した。

２．ナミハダニの薬剤感受性検定

（1）雌成虫の薬剤感受性検定

2015年および2016年の7～9月に，稲城市12圃場，

東村山市4圃場，小平市3圃場，府中市2圃場および

立川市1圃場からナミハダニ寄生葉を採取した。検定

には採取後2日以内の雌成虫を供試した。また，供試

薬剤は，各生産圃場で使用実績のある殺ダニ剤から8

剤を選定した（表3）。展着剤は添加せず，対照には

水道水を用いた。検定は散布法（浜村，1997）に準じ

て行った。すなわち，ろ紙を敷いた直径9cmのプラ

スチックシャーレにインゲンマメ（品種：長うずら）

初生葉を葉表が上面になるように置き（リーフディス

ク），雌成虫の逃亡を防ぐために，リーフディスクに

4cm×3cm程度の露出面を残し，湿らせたキッチンペー

パーの小片をリーフディスクの周囲に置いた（図2）。

採取した葉から小筆を用いてリーフディスク1枚あた

り10～20頭接種し，回転式散布塔（大起理化工業株

式会社製，DIK-7322）を用い，供試薬剤を 2mg/cm2

となるように散布した。試験は各薬剤3反復とし，散

布後，約25℃自然光条件の飼育室に静置した。生死

の判定は薬剤処理 48時間後に行い，歩行不能個体

（苦悶虫）は死亡とみなし，水没個体は供試数から除
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図１ 東京都南多摩地域および北多摩地域

表１ 調査圃場における品種と樹種数

a）白紋羽病により抜根したため，2016年は「幸水」とした。



外した。薬剤処理区と対照区の生死数から補正死虫率

（％）｛（対照区生存虫率－処理区生存虫率）/対照区生

存虫率×100｝（Abbott，1925）を算出した。

（2）卵の薬剤感受性検定

採取地および採取日，リーフディスク作成方法は前

項（1）と同様とした。ただし，稲城市Lと東村山市

Bは供試個体が不足したため，実施しなかった。供試

薬剤は10剤とした（表4）。雌成虫10～15頭をリー

フディスクに接種し，飼育室に24時間置いて産卵さ

せた後，成虫を除去した。葉上の卵を全て計数した後，

（1）と同様の方法で薬剤を処理し，処理7日後に孵化

幼虫数を計数した。試験は各薬剤3反復とし，雌成虫

と同様の方法で補正死卵率を算出した。

３．ナミハダニの発生実態と薬剤感受性に基づいた薬

剤防除体系の再構築

2017年4月28日から9月27日まで，農総研内圃

場において，稲城梨生産組合防除暦を基にした慣行防

除区と，発生消長および薬剤感受性検定の結果に基づ

き，殺ダニ剤の散布時期と種類を再検討した試験区

（以下，改変防除区）を設けた（表5）。薬剤は動力噴

霧器（株式会社丸山製作所製，MS410ENR）とフード

付ピストル噴口型ノズル（永田製作所製，FS-1）を用

い，約400L/10a相当量を散布した。供試樹は両区と

もに「稲城」「幸水」1樹ずつとし，調査は概ね7日

間隔で実施し，60葉/樹についてナミハダニ雌成虫と

カブリダニ類成幼虫の発生数を調査した。また，除草

は7月28日と8月22日に行い，試験区では供試樹の

周囲半径約1m内に草丈30cm程を残し，慣行区では

全面除草とした。

結 果

１．都内ナシ圃場におけるナミハダニの発生消長

（1）2015年

稲城市圃場Aでは，調査開始から7月中下旬まで，

ナミハダニの発生はまったく認められず，初発生は

7月27日であった（図3）。その後，8月上旬までは，

0.06～0.1頭/葉ときわめて低密度で推移したものの，

8月中旬以降やや増加傾向となり，8月下旬に2.3頭/

葉とピークに達した。しかしながら，これ以降急激に

減少し，9月上旬に収束した。

稲城市圃場BおよびDの2圃場は，発生量は異な

るものの，発生消長は類似した動向を示し，初発生は

稲城市Aより約1ヶ月早い6月29日であった（図3）。

その後の推移はA圃場と同様で，8月初旬まで1頭/

葉未満と低密度で推移したものの，8月中旬以降に増

加傾向となり，8月下旬にピークに達した。収束は9

月中旬であった。

稲城市圃場Cでは，上記の3圃場と比較してナミ

ハダニの動向はやや早めに推移し，初発生は6月24

日であった（図3）。7月中下旬までは0.02～0.5頭/葉

と低密度で推移したものの，7月下旬以降に増加傾向

となり，8月中旬に5.4頭/葉とピークに達した後，7

日間で1.1頭/葉まで急激に減少し，9月中旬に収束し

た。

一方，立川市圃場では，初発生は8月11日と最も

遅く（図3），その後も0.1～0.6頭/葉ときわめて低密

度で推移し，9月中旬に収束した。

（2）2016年

稲城市圃場Aでは，初発生は前年より早く6月29

日であったが（図3），その後は前年と類似した傾向

を示した。すなわち，8月上旬までは0～0.2頭/葉と

きわめて低密度で推移したものの，8月中旬から増加

し始め，8月下旬に1.5頭/葉とピークに達した後に，

9月中旬に収束した。

稲城市圃場Bでは，初発生，ピークがともに前年

より 1～2週間程早くなった。その後の発生量とピー

ク前後の急激な増減傾向は前年と同様に推移したが，

収束は8月下旬と前年より 2週間早くなった（図3）。

稲城市圃場Cでは，初発生は前年と同様の6月下

旬であったが，その後増加はほとんど認められず，

0.01～0.7頭/葉と低密度で推移し，9月中旬に収束し

た（図3）。
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図２ 薬剤感受性検定に用いたリーフディスク
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表２ 調査圃場における殺ダニ剤散布暦

図３ 都内ナシ生産圃場におけるナミハダニの発生消長（日付は2016年度調査時）

注）図中の番号は表2に対応

a）気門封鎖剤 b）天敵製剤



稲城市圃場Dでは，初発生は 7月上旬であった

（図3）。8月中旬までは0～0.8頭/葉と低密度で推移

したものの，稲城市AやBより1週間程遅れて8月

下旬から増加傾向を示した。ピークは9月下旬であり，

21.7頭/葉と前年の 2.2頭/葉より著しく増加した。

7日後には7.9頭/葉まで減少し，収束は10月下旬で

あった。

立川市圃場では，初発生は7月上旬であった（図3）。

7月下旬までは0.03～1.3頭/葉と低密度で推移したも

のの，顕著な増加を示さなかった前年と異なり，8月

上旬以降に急激な増加傾向となり，8月下旬に27.1頭

/葉とピークに達した。9月上旬以降は0.01～0.5頭/葉

と低密度で推移し，収束は9月下旬であった。

以上の結果から，都内ナシ圃場におけるナミハダニ

の発生消長の推移としては，圃場によって発生量や発

生動向の年次変動が大きいものの，概ね，初発生は6

月中下旬以降であり，7月下旬以降に増加傾向となり，

8月中下旬にピークに達し，収束は8月下旬から9月

中旬であることが明らかとなった。

２．ナミハダニの薬剤感受性検定

（1）雌成虫の薬剤感受性検定

ナミハダニ雌成虫に対する各種殺ダニ剤の補正死虫

率を表3に示した。アセキノシル水和剤は，調査した

21圃場の平均で97.5％（81.2～100％）であり，さら

に，このうち20圃場が，効果があると判定される補

正死虫率85％以上（日本植物防疫協会，2021）であっ

た。ミルベメクチン乳剤は同平均99.5％（97.1～100

％），ビフェナゼート水和剤は同平均99.2％（91.1～

100％）であり，調査した全圃場で補正死虫率85％以

上と高い感受性が保持されていた。一方，ピフルブミ

ド水和剤は22圃場で平均64.0％（1.0～100％）であ

り，補正死虫率85％以上の圃場は8圃場であった。

テブフェンピラド水和剤は20圃場で平均49.3％（0～

93.8％），シエノピラフェン水和剤は 21圃場で平均

47.0％（0～96.1％）であり，補正死虫率85％以上の

圃場はいずれも2圃場のみであった。さらに，スピロ

メシフェン水和剤は19圃場で平均30.3％（2.4～58.9

％），ヘキシチアゾクス水和剤は15圃場で平均17.2％

（0～60.8％）であり，全圃場で補正死虫率85％未満で

あった。

（2）卵の薬剤感受性検定

ナミハダニ卵に対する各種殺ダニ剤の補正死卵率を

表4に示した。アセキノシル水和剤の調査した20圃

場における補正死卵率の平均値は98.7％（92.5～100
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a）供試数（3反復の合計値）。

b）補正死虫率（％）＝（対照区の生存虫率－処理区の生存虫率）/対照区の生存虫率×100。ただし負の値になる場合は0と表記した。

c）死虫率（％）＝（1－生存虫率/供試虫数）×100。

d）-：未実施

表３ 都内ナシ生産圃場におけるナミハダニ雌成虫の薬剤感受性



％）であり，調査した全圃場で補正死卵率85％以上，

ミルベメクチン乳剤は19圃場で平均97.8％（80.9～

100％），補正死卵率85％以上の圃場は18圃場であり，

これら2剤は雌成虫同様，感受性が高かった。スピロ

メシフェン水和剤は20圃場で平均99.0％（92.7～100

％）であり，調査した全圃場で補正死卵率85％以上

と，雌成虫での死虫率に比較して高い殺卵効果が確認

された。ピフルブミド水和剤は19圃場で平均89.0％

（77.8～100％），13圃場で補正死卵率85％以上，シエ

ノピラフェン水和剤は20圃場で平均79.0％（7.9～100

％），同様に10圃場で85％以上であった。テブフェ

ンピラド水和剤は19圃場で平均70.1％（17.3～100％），

補正死卵率85％以上の圃場は5圃場，テトラジホン

水和剤は19圃場で平均47.5％（0～86.1％），同1圃

場であった。ビフェナゼート水和剤は19圃場で平均

46.9％（0～94.9％），同2圃場，さらにエトキサゾー

ル水和剤は20圃場で平均40.1％（0～100％），同4圃

場であった。ヘキシチアゾクス水和剤は14圃場で平

均16.6％（0～84.6％）であり，全圃場で補正死卵率

85％未満であった。

以上の結果から，雌成虫と卵両方に対して調査地域

の多くの圃場で防除効果が期待できるのは，アセキノ

シル水和剤とミルベメクチン乳剤の2剤であると判断

された。また，ビフェナゼート水和剤は雌成虫に対し

て，スピロメシフェン水和剤は卵に対して防除効果が

期待できる。一方で，ピフルブミド水和剤，シエノピ

ラフェン水和剤，テブフェンピラド水和剤，エトキサ

ゾール水和剤およびテトラジホン水和剤の5薬剤は，

圃場間での防除効果の差が大きいと考えられた。なお，

各殺ダニ剤の補正死虫率は圃場間差が生じている一方

で，地域間での差は認められなかった。

３．ナミハダニの発生実態と薬剤感受性に基づいた改

変防除体系の構築

5月1日に改変防除区，慣行防除区ともにサビダニ

類を対象とした殺ダニ剤（図4中①）を散布した。そ

の後，6月23日まで慣行防除区では殺ダニ剤を2回

散布（同②，③）した一方で，改変防除区では発生消

長調査で同時期までナミハダニの発生が認められなかっ

たため，薬剤散布を行わなかったが，ナミハダニ寄生

数および初発生日は，両区で同程度であった。6月23

日に両区に散布後（同④），7月上旬に一時的に改変

防除区の寄生数が慣行防除区を上回ったため，その後，

多くの圃場で感受性が高かったアセキノシル水和剤，

スピロメシフェン水和剤，ビフェナゼート水和剤，ミ

ルベメクチン乳剤および比較的感受性が高いピフルブ

ミド水和剤と感受性低下のリスクが少ない気門封鎖剤

の連続散布（同⑤～⑨）を実施したことにより寄生数
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a）採取日は表1と同じである。

b）供試数（3反復の合計値）。

c）補正死卵率（％）＝（対照区の孵化率－処理区の孵化率）/対照区の孵化率×100。ただし負の値になる場合は0と表記した。

d）殺卵率（％）＝（1－孵化幼虫数/供試卵数）×100。

e）-：未実施

表４ 都内ナシ生産圃場におけるナミハダニ卵の薬剤感受性



は常に慣行防除区より低く推移した。一方，慣行防除

区では殺ダニ剤を散布したが，7月中旬以降寄生数の

増加が継続し，8月15日のピーク時には2.8頭/葉に

達した（同改変防除区：0.5頭/葉）。収束日は，改変

防除区で8月29日であり，慣行防除区の9月11日よ

り13日早かった。また，カブリダニ類数のピークは，

改変防除区では8月8～15日の間，0.19～0.2頭/葉で，

慣行防除区での同8月15日の0.19頭/葉に比較して

頭数は同程度であったが，ピークへの到達は7日早かっ

た。

考 察

本研究では，都内ナシ生産圃場におけるハダニ類の

効果的な防除法を提案するために，まず本虫の発生消

長および薬剤感受性を調査し，その結果に基づいて殺

ダニ剤の散布時期と種類を再検討した効率的な防除除

体系の構築を目指した。

ナミハダニの果樹類における発生消長は，春と秋に

ピークを持つ二山型（TakafujiandKamibayashi，1984）

と夏にピークとなる一山型（丹羽ら，2004）が知られ

ている。本調査の結果，稲城市圃場と立川市圃場にお

けるナミハダニの発生消長は，6月下旬以降に発生し

始め，8月中下旬にピークとなり，9月中旬までに収

束する一山型であった。しかしながら，2016年の稲

城市圃場Dでは8月中旬以降にナミハダニが増加し

続け，収束が10月上旬まで遅延した。この稲城市圃

場Dにおける特異的な現象について，同圃場ではフェ

ンプロパトリン水和剤が8月中旬に散布された影響と

推察される（表1）。フェンプロパトリンはミヤコカ

ブリダニへの影響を始めとして（石原バイオサイエン

ス株式会社，2021），ハダニ捕食性のハネカクシ類や

ハダニアザミウマへの影響が大きく，さらに減少した

天敵昆虫類の回復が遅れることが確認されており（古

橋，1989），2016年の稲城市圃場Dにおけるナミハダ

ニの著しい増加と収束の遅延はリサージェンス現象で

あった可能性がある。同様に，2016年の立川市圃場

のナミハダニの多発生も，7月下旬に散布されたビフェ

ントリン水和剤（表1）による同現象と推定される。

現地生産圃場での防除実態について，初発生時期で

ある6月下旬より前に散布された殺ダニ剤は，圃場に

よって0～3剤と差があったものの，初発生の時期は

いずれの圃場もほぼ同じであった。また，圃場内にカ

ブリダニ類が定着していれば，梅雨時期以前にハダニ
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表５ 慣行防除区および改変防除区の殺ダニ剤散布暦

図４ 改変防除体系でのナミハダニ防除効果

注）図中の番号は表5に対応

a)ミルベメクチン乳剤の希釈倍数。 b)ピフルブミド水和剤の希釈倍数。



類が問題となることはないと考えられている（千葉県，

2020）。本調査ではカブリダニ類の発生消長は調査し

ていないが，初発生時期より前の殺ダニ剤散布につい

ては，その必要性とカブリダニ類に対する影響につい

て疑問が残された。次に，ナミハダニの増加期の防除

について，2015年のA圃場では，8月8日のシフル

メトフェン水和剤散布後もナミハダニは増加し続け，

8月12日のミルベメクチン乳剤散布後に一時的に減

少した。また，2016年の圃場Aでは，8月6日にア

セキノシル水和剤が散布され，その後の寄生数のピー

クは前年に比べると少なくなった。一方，2016年の

圃場Bでは，7月28日にシフルメトフェン水和剤お

よび8月1日に気門封鎖剤が散布されたが，ナミハダ

ニの増加を抑制できなかった。このような圃場Bに

おけるナミハダニの動向から，年次変動の影響も考慮

すべきであるが，ナミハダニの増加期に，寄生数が高

い状況で，薬剤感受性が低下した殺ダニ剤や気門封鎖

剤を散布しても急増を抑制できないと考えられた。ま

た，2015年の圃場Aでは，8月12日のミルベメクチ

ン乳剤散布後に一時的にナミハダニが減少したが，8

月24日には密度が回復していた。加えて，2015年の

圃場Bにおいても，8月11日のシフルメトフェン水

和剤散布後に一時的に減少したが，8月24日には急

増した。増加期においてナミハダニをより安定的に抑

制するためには，薬剤感受性が低下していない殺ダニ

剤を選定した上で，この期間には殺ダニ剤の集中的な

散布が必要と考えられた。

次に，殺ダニ剤10剤についての薬剤感受性検定の

結果，都内ナシ生産圃場で広く防除効果が期待できる

殺ダニ剤はアセキノシル水和剤，ミルベメクチン乳剤，

ビフェナゼート水和剤，スピロメシフェン水和剤の4

剤と考えられる。一方で，ピフルブミド水和剤，シエ

ノピラフェン水和剤，テブフェンピラド水和剤，エト

キサゾール水和剤，テトラジホン水和剤は圃場間で防

除効果に大きな差が認められたことから，これら薬剤

の防除効果が不十分である場合には，ハダニ類の感受

性が低下している可能性がある。

ピフルブミド水和剤は2015年2月に登録された比

較的新しい薬剤であるが（日本植物防疫協会，2016），

2015年7～8月の調査で既に圃場によっては感受性が

低下していた。ピフルブミドとシエノピラフェン，ま

た本研究では確認していないが，シフルメトフェンの

3剤の間では交差抵抗性が発達している可能性が示唆

されている（木村ら，2018）。本研究ではピフルブミ

ドの補正死卵率が85％以上の圃場は22圃場中13圃

場（59.1％），シエノピラフェンは21圃場中10圃場

（47.6％）とほぼ同等であり，両薬剤間で交差抵抗性

が発達している可能性がある。

また，各殺ダニ剤の補正死虫率は圃場間での差が大

きい一方で，地域間での差は認められなかった。圃場

間で補正死虫率が大きく異なることは，神奈川県など

のナシ圃場においても報告されている（山崎ら，2014）。

今回感受性検定を実施した圃場において，調査年度ご

との殺ダニ剤散布回数は2～10回と圃場ごとで大きく

異なったものの，散布回数が少ない圃場ほど実用性が

高い殺ダニ剤の種類が多いなどといった傾向は認めら

れなかった。ミカンハダニでは，抵抗性を獲得するま

での通算散布回数が殺ダニ剤によって異なることが報

告されているが（古橋，2008），本試験で感受性検定

を実施した圃場の過去の散布実績は取得できず，圃場

間での補正死虫率の差についての原因は明らかでない。

以上の結果を踏まえ，ナミハダニの増加期に実用性

がある殺ダニ剤を集中的に散布する防除体系を作成し，

実証試験を行った。改変した防除体系（表 5）ではナ

ミハダニ発生前時期の殺ダニ剤散布を省いたが，6月

下旬まで慣行防除体系と同程度の寄生数であった。そ

の後，一時的に改変防除体系での寄生数が慣行防除体

系を上回るが，ピーク時のナミハダニ寄生数は改変防

除体系で低く抑えられ，さらに増加期に実用性がある

殺ダニ剤と気門封鎖剤を集中的に散布することで，トー

タルでの散布回数が同じでもより高い防除効果を示す

ことが初めて確認された。また，改変防除体系ではカ

ブリダニ類の増加傾向が慣行防除体系よりも早く表れ

るとともに，ナミハダニの寄生数が少ないにもかかわ

らずカブリダニ類の発生数は慣行防除体系と同程度で

あった。果樹園では下草を高刈りすることでカブリダ

ニ類が温存されることが知られている（岸本ら，2020）。

本研究の防除暦は改変防除暦と慣行防除暦ともに天敵

類への影響を考慮したものではないうえ，殺ダニ剤の

種類と散布時期が変更されたことによる影響も考えら

れるため，株元草生管理がカブリダニ類の発生に与え

る影響については，今後の総合的防除対策の構築に向

けて，さらに検討を重ねていく必要がある。

以上，都内ナシ生産圃場におけるハダニ類の効果的

な防除体系の構築を目的に各種の調査研究に取り組ん

できた。発生消長や薬剤感受性の結果は適宜生産者に

還元し，毎年の稲城梨生産組合における防除暦改訂に

反映されてきた。今後は天敵生物をより積極的に活用

する技術などを検討し，ハダニ類防除のさらなる効率

化を進めていきたい。
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Seasonalprevalence,acaricidesusceptibilityandefficientcontrolof

thetwo-spottedspidermite（Tetranychusurticae）inpearorchards
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Abstract

Wesurveyedtheseasonalprevalenceofthetwo-spottedspidermite（Tetranychusurticae）inpearorchardsinInagi

cityandTachikawacity,Tokyo,in2015－2016．ThefirstoccurrencewasinlateJune,thegrowthperiodwasfrom

mid-JulytoearlyAugust,andtheendwasfromlateAugusttoearlySeptember.Wemonitoredthesusceptibilityof

two-spottedspidermiteto10acaricides.Practicalacaricideuseatalmostalloftheorchardsinvestigatedincluded

Acequinocyl（formulatedasaflowableconcentrate）,Milbemectin（emulsion）,Bifenazate（flowable）,andSpiromesifen

（flowable）.CorrectedmortalityofPyflubumide（flowable）,Cyenopyrafen（flowable）,Tebufenpyrad（flowable）,

Etoxazole（flowable）,andTetradifon（flowable）,andapplicationvariedmarkedlyamongorchards.Hexythiazox

（flowable）didnothaveanyeffectattheorchardssurveyed.Wedevisedpestcontrolprogramsbychangingthetypeand

durationofacaricidesprayingbasedontheaboveresults.Itwasfoundthatthenumberoftwo-spottedspidermitesinthe

devisedprogramswasdecreasedmorethanundertheexistingacaricideregimes.
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